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趣　旨
　従来、まちづくりは主として行政主導で取り組まれてきましたが、阪神・淡路大震災において展開された市民のボランタリー活動は、市民がまちづくりの一方の大きな担い手であることを知らしめたと言えます。そして、それを契機として、ボランタリー活動や市民の自発的、主体的な公益活動が、社会的に重要な役割を担っているとの認識が広まりました。ＮＰＯ法が制定されたのもこうした流れのなかにあったと言えます。

　地方分権が進められるなど、既存の社会システムの見直しが行われようとしているなかで、市民にも自立が求められるとともに、そうした市民による活動が、時には行政と企業との間で協働しながら新たな地域社会を形成することが期待されています。

　今回は、東海４県で取り組まれているまちづくりの事例をもとに、市民と行政との新しい関係構築など新しい地域社会の構築に向けた議論を行いました。その際、市民によるボランタリー活動（チャリティ活動）が盛んなイギリスの事例も議論の参考としました。

　  

■パネラーー

●小松幸子／三島グランドワーク実行委員会

· 田中義人／２１世紀クラブ）

●高橋  徹／ザ・伊勢講  代表

●久富  靖／名古屋市天白区平針団地自治会副会長

■コメンテーター

●浅野  聡／三重大助教授

●鈴沖勝美／前自治体国際化協会ロンドン事務所次長

■コーディネーター

●昇  秀樹／自治体学会東海ブロック会議代表、名城大学都市情報学部教授

■タイムテーブル

13:30-14:50   現状報告

14:50-15:35   コメント

15:40-17:05   グループ討議

17:05-17:20   まとめ

17:30-19:30   懇親交流会

現状報告
小松幸子

「市民、企業、行政との連携でまちづくり」（静岡県）
　静岡県三島市は、富士山の雪どけ水が湧き出る「水の都」として有名でしたが、富士山の周辺に工場が増えて地下水が汲み上げられ昭和36、37年ごろから水量が減り、また、生活様式の変化もあって池や川にゴミが投げ棄てられるなど、地域環境が悪化してきました。

　そこでグラウンドワーク三島実行委員会では、イギリスのグラウンドワーク運動を範に、市内８（現在１５）の市民団体と、企業、行政とが連携して、「水の都三島」を復活させました。

　グラウンドワーク三島実行委員会のコアスタッフである小松幸子氏は、「バイリンガル環境かるた」（子供たちと遊びながら「環境」を考えるゲーム）発行をきっかけとして同委員会に発足時から参加されました。

　具体的にグラウンドワーク三島実行委員会のこれまでの取り組みを紹介します。

　三島市内を流れる源兵衛川は、湧水の枯渇によりゴミ捨て場状態となるなど環境が悪化しましたが、市民が市内の大企業にお願いし冷却水を流してもらうことになりました。当初は一時的な放流であったのが現在は５００トン／日の量を一年中流してもらっています。その源兵衛川の清掃の際には、地域住民の参加は勿論関東一円からのツアー参加者もあって人気の的となっています。企業の従業員の参加もあり、企業には労働での参加協力という方法でも協力してもらっています。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　（源兵衛川の清掃風景）　　　 


　そのほか３００坪の農地を借り地域住民や子供や外国人との交流を図りながら取り組んだ公園づくりや、個人と市と県が所有するため何ら手つかずの土地を当実行委員会が間に入り手作りのポケットパークを整備するなど、多くの世代を超えた参加者と、モノの提供という形での企業の協力もありました。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　（沢地グローバルガーデン）　　　　　　　　　　　　　　　　（ポケットパークの整備）


　また、鎌倉時代の清め所「鏡池」を地域の人々の協力によりミニ公園に整備し、「水の都・三島」の歴史的遺産の再生に取り組んでいます。

　更に、郊外にある新興住宅街の自治会長から、地元の人々の交流の場づくりをねらいとする未利用地の土地の活用策について相談され、当初は当実行委員会も手伝っていましたが、軌道に乗った段階でその後は地元の方々が自主的に管理しています。

　一方、行政側の協力としては、三島市役所からの補助金や会合する際の場所提供のほか、会合には市職員の参加もあって同じテーブルについています。

　このように、三島市では、市民と企業、行政がお互いに協力しあいながらまちづくりの輪を広げつつあります。

田中義人

「人のネットワークを生かしてまちづくり」（岐阜県）
　２１世紀クラブは、２１世紀に通用する市民を目指して、会員自らのネットワークを生かして講演会、ボランタリー活動などに取り組んでいます。ユニークなところは、クラブの運営に当たって会長・代表を置かず会則も設けず、会員も１年ごとに解散して新しく会員を募集するなど会員の自主性を徹底して尊重することにあります。

　その世話人的な立場にある田中義人氏は、現在東海神栄電子工業（株）社長のほか２社の経営に携わりながら、日本を美しくする会事務局（掃除に学ぶ会）代表世話人などを務めておられます。

　２１世紀クラブは、平成４年３月に恵那市内の経営者を中心に結成しました。企業は地域あってのものであり、また、社員は、企業人、社会人、家庭人という３つの側面を有しおり、いずれも地域に繋がっている存在であるとの認識で活動に取り組むことになったのです。

　この会の目的は、よりよい生き方を学ぶことにあります。しかも、その学び方も自分でできる方法で、また、組織は開かれたものとし会員だけでなく地域の方々にも呼び掛けていこうとの考えで活動を始めました。その際に大切にしているのは "縁 "です。

　当初の会員は、法人１６と個人２の１８会員でスタートし、現在は法人２７と個人１７５の２０２会員となっています。法人会員は毎月１万円、個人会員は毎月５００円です。会費に差があっても特典はありません。

　この会の特色としては、会長などの役職は置かず事務局があるのみです。個々の活動を企画する者、一番エネルギーを出す人が中心となり会長となります。前述したように "縁 "や "つながり "を大切にするため、年間計画というものはつくりません。年間４０回から５０回の活動をおこなっています。また、人を集めよう、動員をかけようという考えは一切持っていないことも特色の一つとして挙げられます。関心がなければ、文句があれば、参加しなくてもよいのです。文句があればその人が企画すればよいのです。　毎年３月には会員全員再登録してもらいます。もう１年やってみたいと思う人だけ会員登録するのです。イヤならやめればよいのです。そういう登録シムテムをこの会は行なっています。

これもこの会の特色の一つかもしれません。お蔭で毎年会員は増えています。情報だけ欲しいという会員もおり、北海道から九州までと、その輪は広がりつつあります。

　次に示すのは、当会が行なっている講演会や研究会のほか、コンサート、ボランティア活動のほんの一例です。夫婦での参加や、女性会員が多いのがお分かりとと思います。

　　　　　 （講演会―「幸福になる考え方生き方」）　　　　　　 　　（阪神大震災の時のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動）　　　　　　　　　　　　　　　　


　　　　　　　　　（トイレ清掃風景）


　　上の例に示すとおり、会員個々の人脈を通じて様々な活動を展開していますが、要は、会員個々が、よりよい生き方をしていくため、自立した生き方をするために、会員が持っている "縁 "や "財産 "、"ノウハウ "などを、その人のみにひとりじめするのではなく、出し合い、生かし合い、共有し合うことにあります。自立した個々によって初めて地域は自立するとも言えます。なお、会の活動では、政治活動と宗教活動はしないことになっています。

高橋  徹

　「地域資源とまちづくり」（三重県）

　「ザ・伊勢講」は、かつての伊勢参りによる伊勢のにぎわいを取り戻すため、まちかど博物館、伊勢市周辺の伝統産業１２５社など伊勢の資源を有機的につなぐことにより伊勢の活性化に取り組んでいます。高橋徹氏は、その代表として現在建築設計事務所を主宰する傍ら、伊勢市まちなみ保全審議会長などを務めておられます。

　かつて江戸時代においては、各地に伊勢参りのための講組織として伊勢講がつくられ、伊勢に多くの人たちを招き込むシステムとなっていました。そこには御師（おんし）という仕掛け人がおり伊勢のにぎわいをつくる上で重要な役割を担っていました。「ザ・伊勢講」は、御師の役割を現代に復活しかつてのにぎわいを取り戻すことを目的として、３０代、４０代の人たちを中心に平成元年に結成されました。市職員も参加していました。

　当初は、伊勢講ということで全国と伊勢をつなぐため、伊勢に来たい人を対象としたツアーを企画して会員組織（現代版の講組織）をつくりました。パンフを作成しＰＲに努めた結果、４００人ほど集まりました。ツアーは、受入体制を整えるために、語り部としてボランティアガイドを募集し、３０名程度の市民に登録してもらいました。

　その後、近鉄から１２５社めぐり（月１回、１年で伊勢の１２５社をめぐるツアー）を持ち掛けられ、募集は近鉄、受入れは「ザ・伊勢講」という形で平成２年から始めました（その後内容を変更）。ツアーは、交流をしてもらうことが目的で、夜、伊勢について語れる人にお願いしてツアー参加者に話してもらったりしています。ツアーは３０人ほどで、５回以上参加した人には記念品を送っています。普段味わえない手作りのツアーと言えます。

　平成５年からは、伊勢市内と近郊の個人コレクションや伝統産業を「まちかど博物館」として認定し、原則として無料で公開してもらい、伊勢の伝統、文化の紹介に努めています。現在２８件認定し、運営は認定されたところにおこなってもらっています。

　そのほか、カレンダーの制作、販売を行い、活動費の一部に充てて極力自前の資金を確保するように努めています。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　

　　　　　　　 （「まちかど博物館」）　　　                     ワークショップ会場における作業風景


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　

　　　　　　　　　（まちづくり談議風景）


　伊勢にかつてのにぎわいを取り戻そうと様々な活動を展開していますが、こうした活動を通じて、例えば、「まちかど博物館」について言うなら、そこの館長（一市民だが）は間接的ながらまちづくりに参加してもらっているし、また、そのなかから三重県の伝統産業に認定され、しかも自分たちで「伊勢匠の会」という組織を結成し、伊勢の伝統産業の育成・発展に取り組むことになったケースもあります。また、ボランティアガイドというアイデアは、観光協会の観光ガイドに受け継げられています。

　「ザ・伊勢講」の仕掛けにより、新たな活動が生まれそれが広がっていると言えます。

久富  靖

　「自治会活動を中心にまちづくり」（愛知県）
　名古屋市天白区の平針団地自治会では、情報紙づくり、産直の推進、イベントの開催などを通じて、住民が地域活動に主体的、永続的に参加できる仕組みをつくり、都市部の自治会を活性化させ、地域環境の一層の改善に取り組んでいます。

　久富靖氏は、１９７５年から自治会活動に従事しておられ、現在平針団地自治会副会長です。

　名古屋市天白区は名古屋市東南部にあり、緑区や日進市、東郷町などと接しています。平針団地自治会は、平針南学区のほぼ全世帯(約２０００世帯)で構成する学区唯一の総括的団体です。事業部は、総務部・厚生文化部・防犯防火部・環境衛生部・消費生活部・婦人少年部の６部があり、役員・街区長・代議員・顧問ら約１３０名（役員５名・街区長２４名・代議員８０名・顧問２０名）で運営しています。役員の任期は２年、その他は１年、自治会費は月３００円です。

　６つの事業部は、盛んに活動しています。主なものとしては、遊園地の点検修理、盆踊り、敬老会、文化祭、スポーツ祭、演劇観賞会、音楽会、日常的な環境整備、地域清掃、駐車点検、防犯パトロール、高齢者への食事サービス、健康教室、おもしろセミナー、産地直売、ニュースの発行などです。

　こうした活動は、ただ漫然と行われているのではなく、活動のかたわら情報伝達に努力しているという、その相乗効果が、活動の活性化に結びついたと考えています。

　地域活動を活性化するためには、既に述べた「情報伝達」のほかに「気軽に地域活動に参加できる仕組み」をつくることが大切です。自治会の役職の任期が終われば、もう活動とは無縁と思っている人がいますが、役職に就かないと地域活動に参加できないと考えるのは間違っていると思います。だれでもいつでも、希望する地域活動に参加できる仕組みを地域の中につくっていかないと、地域活動は衰退するばかりです。高齢社会を迎えて、仕組みづくりはますます重要になっています。私は、その仕組みを「実行委員会方式」と呼んでいます。そして、実行委員会方式を進めるためには、地域情報を地域住民に伝達することがますます大切になるわけです。

　平針団地自治会は、２つの仕組みをスタートさせました。文化活動委員会と、産直推進委員会で、それぞれ十数名の参加がありました。文化活動委員会は「おもしろセミナー」と題して、遺伝子、郷土史、ごみ対策、国際問題など、住民に関心のあるテーマで講座を開いています。


　

　　　　　　　　　（平針ニュース）

　教養講座といえば、地域外の会場へ出かけて聴講するのが普通ですが、この「おもしろセミナー」は、企画する人も、当日の運営も、全部平針南学区の住民が行ないます。会場も学区の中のコミュニティセンターです。これまでに１２回講座を開いてきましたが、毎回６０名程度の受講者があり、会場はいつも満員です。ちなみに、受講料は大人３００円、高校生以下は無料です。また、産直推進委員会は毎月２回、野菜と鮮魚の産地直売を行い、住民から好評をいただいています。近く、これを毎週１回に増やす予定です。

　ところで、地域住民が地域活動に参加するということは、次のとおりいくつかの社会的な意味があると私は思います。

　まず、「高齢者の生活の質を高める」ということです。わが国のサラリーマンの中には、仕事だけが生き甲斐という人が多いようですが、リタイアしたら即座に生き甲斐の喪失、ということではなく、別の生き甲斐を見つける必要があります。地域活動に取り組むことにより、地域で豊かな人間関係をつくることができます。

　次に、「地域活動はボランティア活動の母胎」ということです。他のために汗を流すこととは、ボランティア活動そのものではないでしょうか。日常的な地域活動を大切にし、みんなが進んで参加するという風土の中に、福祉のボランティア活動も根づきます。ボランティア活動の場は、何も遠方の福祉施設や老人宅だけにあるのではないと思います。

　さらに、「地域活動への参加は、明るい民主的な社会をつくる原動力」ということです。地域活動に従事していると、政治・行政の実態が見えてきます。民意と政治とのギャップや、行政の非効率さ、縦割りの弊害などが実感として把握できるようになります。その実感は、やがて選挙活動や行政との直接交渉などによって、真に住民主体の社会を構築する原動力に転化する可能性があります。住民たちの地域活動は、それほど大きな意味を持っていると思うのです。

コメント
浅野　聡

「市民参加とまちづくり」

　三重大助教授は、体験的、実践的な市民参加によるまちづくりの手法、方法について研究を進めておられます。まちづくりにおける市民の活動の意義も含めて語ってもらいました。

　まちづくりは子供とともに進めるものと、日ごろから感じていますので、三島市のグランドワーク運動が、子供とともに環境教育の一環として進めていることは、次の世代に繋げることにもなり大変すばらしい取組みといえます。また、水や緑といった身近な課題をテーマにして気軽に参加できるまちづくりの良い例といえましょう。

　よりよい生き方を学ぶというコンセプトでまちづくりに取り組んでいる「２１世紀クラブ」は、ユニークな方法でこれまで継続してこられたのですが、まちづくりを継続し、しかもその輪を広げていく、そのヒントなりコツを教えられたように思います。また、印象的なのは、人の提案に対して文句を言わない、文句があれば自分で提案しよう、という批判型ではなく提案型のまちづくりに取り組んでおられる姿勢には、大変共鳴をおぼえました。

　「ザ・伊勢講」の取組みは、伊勢という歴史性を十二分に掘り起こしたまちづくりの例として特徴的であろうと思います。具体的には、昔の "講 "に着目し、まちづくり・ひとづくりにつなげながら伊勢を全国に発信していったことや、文化財保護法などの法律が対象としない地域の文化財（有形だけでなく人の伝統技術という無形も含めて）や市民の生活文化に焦点をあて市民の生活を魅力のあるもの・豊かなものにしていこうとする「まちかど博物館」の取組みなどがあります。いずれも学ぶべき点が多々あります。

　平針住宅自治会の活動の例は、基礎的単位である自治会をきちんと掲げていくことから、この第２分科会のテーマである協働型まちづくりが始まることを教えてくれています。とかく自治会活動は年に数回お祭りをする程度でほとんどが眠っているのが現状ではないでしょうか。

　その意味で平針住宅自治会の活動は、基礎的単位である自治会に着目し基礎的単位を固めていこうとするもので大変意義があると思います。

　次に、せっかくの機会でもありここで、第２分科会のテーマである協働型まちづくりについて、これまで私の研究室と市民とで取り組んできた経験から、私なりに提案をしたいと思います。

　協働型まちづくりとは、市民、企業、行政、そして専門家の４者が、自由に意見を交換でき、参加できる、そうした場をつくり、それを通じて行政の計画に反映させることではないかと考えています。試案ですが市民主体・参加のまちづくりを支えるシステムを考えれば次の図のとおりです。ただ、地域や何をまちづくりの目標にするかで詳細は違ってくることを承知しておいてください。

　まちづくりをハレとケに整理すると、日常的に話しができる気軽な場づくりと、まちづくりの方向を決めることになる重要な場づくり、例えば自治体の基本構想や都市マスタープランづくりなどの場では公募を行い、情報公開をし、ワークショップなどを開催するという両方のシステムをつくればよいかと考えています。そうしたハレとケという２つのシステムを持つまちづくりがいきなりではできないので、まず、眠っている市民参加を揺り動かして、市民にまちづくりに興味をもってもらおう、まちづくりのファンになってもらおう、また、行政職員にも市民参加のまちづくりの意義、楽しさ、重要性を理解してもらおうと、そのための場としてワークショップに取り組んでいます。

　その際に気を付けていることは、きちんとしたルールをつくること。何のために努力しようとしているのかを明確にし、それを参加する市民と企画運営する委員会のメンバーが共有するようにしています。それによって結果の反映が不透明であったり、地区の人たちしか情報が伝わらないといったことのないようにしています。

　次の写真は、伊勢市の都市マスタープランの策定についてワークショップ方式で取り組んだ時の様子です。現在も取り組んでおり２１世紀初頭まで続く予定です。

　　　　伊勢市における都市マスタープラン・市民ワークショップ風景

　（まちかどウォッチングを通して、まちの長所・短所を現場で議論）



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ついに完成！　最終回におけるワークショップ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　案の発表風景（市長も参加））

（ワークショップ会場における作業風景）　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　協働型まちづくりのシステムを支える手法としては、町内会での話し合いやワークショップなどいろいろありますが、大切なのは、いきなり総合的なシステムはできないので、まず部分から入っていく、そしてそれを長期間継続して取り組んで総合的なまちづくりのシステムへと進んでいくことであろうと考えています。

鈴沖勝美

「イギリスにおけるまちづくり」

　愛知県職員である鈴沖勝美氏は、１９９５年から３年間自治体国際化協会ロンドン事務所次長として、イギリスにおける地方制度改革についてつぶさに見聞して来られました。そうした経験から、行政と市民との役割と連携について、日本の公務員の立場から語っていただきました。

　　　　　　

　財団法人自治体国際化協会は、自治省と都道府県・市町村とでつくられた団体で、日本の自治体が諸外国との間で国際交流を進める際の支援や、外国の地方自治に関する情報提供、交流の斡旋、助言等を業務としています。その団体のロンドン事務所に愛知県から派遣されたのですが、イギリス派遣を聞かされた時は突然でしたし、少々戸惑いました。その頃は日本の円が最高に高くて１ドル８０円くらいにもなっていましたし、英国病といわれ斜陽の国というイメージが残るイギリスへ、一体何の勉強をしにいくのか、と感じたからです。しかし、行ってみて感じたのは、「行政改革の先進国」であり、ボランティア活動やコミュニティ活動が広

く人々の生活に根づいて、市民社会の大きな部分を占めているということでした。

　先程、三島市のグランドワーク運動について報告されましたが、イギリスでは現在、４０箇所ほどでグランドワーク運動が取り組まれており、私もそのうちの一つであるハットフィールドに行ったことがあります。そこで話しを聞いたり見たりしましたが、地元の人たちを主役にしてともに作っていく、学び合っていく姿に接することができました。運動母体である団体（グランドワーク・トラスト）は、高い専門性を備えて、地域の問題をとり上げ、地主、企業、自治体、地域住民、先生・生徒などを巻き込みながら、改善の取り組みをコーディネートしていくのです。一つひとつは比較的小規模なのですが、非常に多くのプロジェクトが展開され、成功例を積み重ねるなかで信頼を獲得し発展していることに感心しました。三島市での実行委員会の取り組みも、決してイギリスのそれに劣らないすばらしいものであるとの印象を受け、日本でもこんな立派な活動があることをうれしく思いました。

　「２１世紀クラブ」は、よりよい生き方をしようとの目標を掲げ、そのためには、人の "縁 "を大事にする、ともに持っているものを出し合う、ということで、役員も決めず、会則などもつくらず参加者の全くの自発性によって自由に企画運営するやり方でこれまで活動を続けてこられました。こうした活動は、コミユニティづくりやボランティア活動の基本であると思います。阪神・淡路大震災の例などからボランティア活動については他人のために行なうものという見方が多いようです。しかし、ボランティア活動とは、自分が気になっていることや、よりよく生きるために問題となっていることについて、「自分たちで解決していこうとする働き」であると思います。イギリスでは、だれかがやってくれるのを待ったりはしません。自分たちでできる方法でやり始めます。例えば、ホームレスや虐げられている猫のことが気になる人たちとか、古い建造物の保存について問題意識を持つ人たちとか、共通の問題意識を持っている人たちが集まり（コミユニティ）、一緒に考え、資金を出し合うとか、１、２時間ずつ労働力を提供するとかの方法で解決に取り組んでいるのです。

　イギリスに行かせていただいたこと、そこで暮らしたことは地方自治について考え直すきっかけになりました。イギリスの歴史を振り返ってみても、地域の問題は、まずムラのレベルで地域の人たちが集まり、労力や資金を出し合って解決してきました。それが発展してパリッシュ（教区）、ディストリックト（市町村）、カウンティ（県）となりました。つまり、現場から始まって現在の地方自治体へと発展してきたのです。いまでも県までの議員は無報酬なのです。

　ボランタリー団体と同じです。議員は地域の問題を解決するための方針や方策をたてるのですが、それを確実に行なえるようにするために専門の知識・技能・経験を持った有給の職員がいるのです。ボランタリー団体の場合も、理事は全員が無給で方向や方針を決める役割を果たしていますが、その下には有給のしっかりした職員が置かれている団体が多く、また、そうしたしっかりした人たちがいるから、会の運営がしっかり行われ、一般の人たちも寄付をしよう、時間を割いて参加しようということになります。その仕組みは、自治体もボランタリー団体も、基本的には同じです。

　「ザ・伊勢講」と同じように、イギリスでも地域の歴史遺産（ヘリテージ）を生かす運動が取り組まれています。地域の人々が自分たちの誇りとして、自分たちのできる方法で行なっています。イギリスの田舎には、自然だけではなく、人のつながりがまだまだ強く残っています。コミユニティが維持されているとも言えるでしょう。

　平針団地自治会の活動は、お手本となる取組みです。地域活動は、「高齢者の生活の質を高める基盤」、「ボランティア活動の母胎」、そのものと言えます。また、「明るい民主的な社会をつくる」ことも、日常の活動を通して体験によって理解できます。常に選挙の仕組みがあるから民主主義なのではなくて、一人ひとりの自発的な活動があってこそ、はじめて民主主義といえるのであろうと思います。

　イギリスでの体験談になりますが、イギリスでは、自分がしたい仕事をします。日本ではどの会社に入るかが大事で、多く人は、ずっと同じ会社で働きます。しかし、イギリスでは、ポスト（仕事）ごとに必要な都度募集がされるので、社の内外から応募して自分がしたい仕事を選びます。そして、体験し、能力を高めて転職するチャンスをつかむわけです。したがって、有能な人ほど転職をし、そのたびに高給でより面白い仕事を獲得していくのです。また、仕事の仕方も違います。自分で納得しないとしません。私の事務所のイギリス人職員でも何か頼もうとすると、「何故そうするのか」とか逐一説明が求められます。「Why？」「Why？」の連続で

す。それは納得した仕事をしたいからなのです。だから、納得さえすれば、我々がびっくりするほどの仕事をします。資金や時間などが制約されたなかでも、人のつながりなどを利用して、すばらしい仕事をしてくれます。

　イギリス人は２人よればクラブをつくる、と言われています。イギリス人はオーガナイズ（組織）すること、問題を発見し、どう解決するか、他の人と働くためのそうした能力が優れていると思います。

　これに関しては、子供の教育にも違いがあると思います。日本では先生の教えを一方的に聞くのみですが、イギリスでは生徒たちに問題を発見させる能力を育てようとします。ですから、先生が予期した回答でなくても、先生はその生徒をほめます。他の生徒がより広く、より深く考えるために、そして、よりよい回答を導き出すために大いに貢献したからだという訳です。

少数意見を尊重することは科学の発展に必要なことですし、民主主義の基本であるとも言えましょう。

　イギリス人は自分が生きたいと思うように生きようとします。自分がそうあってほしいと思う社会の仕組みを自分たちでつくる、そうしたことを積み重ねてきたのがイギリスの民主主義なのではないかと思います。

グループ討議と発表

　ここでは、「現状報告」で取り上げた４事例ごとにグループに分かれて討議を行ないました。講師なども参加しました。討議の結果を、参加者のなかから選び発表してもらいました。

小松幸子グループ

　まちづくりを進めていく上で留意すべきは、そこに参加する人たちの立場に配慮することです。例えば、行政に対しては市長の立場に配慮するとかですが、そうすることにより多くの人たちが参加しやすくなるということです。

　このほか、市民側からすると、協働してまちづくりを進めるには官側の窓口が見えないと難しいとか、行政職員は日頃からまちを歩いていないのでは、地域に関わっていないのではとの意見がありました。

田中義人グループ

　とにかく不思議な魅力を持つ取組みであるというのが感想です。その魅力がどこにあるのか。自分で考える、自分でやる、自分で学ぶことにあるのか。人と人とのつながりを大切にすることに隠されているのか。メンバー全員が主人公であるということなのか。毎年解散しているのに不思議と会員が増え続いている。その魅力は何でしょうか。

高橋徹グループ

　

　まちづくりを長続きさせるコツとしては、集まる場所をつくること（拠点をつくる）と、既存団体の組織を利用するのではなく、新規の団体をつくり、しかも、特定の目的に絞ってものにすることだそうです。特に後者には、これまでのしがらみを断ち切って人の刷新ができ、また、若い人や女性が入りやすいという効果があるということです。

久富靖グループ

　住民が主体性を発揮しないと官製自治ではないが行政主導になっていまう恐れがあるとか、自治会の役職を長く務めることについて、ボス化せず民主的な運営さえしておれば目配りや経験の豊富さで地元にとってもよいことだし、もり立てていくこともまた大事であるとか、高齢化が進む今後の事情を考えると、自治会運営は簡素化して住民が理解しやすいものにしていくことが大切である、との意見がありました。

分科会２まとめ　　昇　秀樹
　　この分科会では、「協働型まちづくりの主体とシステム」をテーマとしています。「協働」というのは、市民と政府・自治体がその中心となるであろうことは、４事例からも理解できるかと思います。

　ところで、その４事例は、それぞれ異なった目的や方法によりまちづくりを進めていますが、いずれも利益を目的としない、いわゆるＮＰＯの活動であると言えます。今、こうしたＮＰＯの活動や取り組みが注目されています。ここで「ＮＰＯ」について整理してみましょう。

　これまで社会的な活動は、官（行政〓第一セクター）がやるか、民（企業〓第二セクター）がやるか、その二つの部門が圧倒的だったのですが、そこにＮＰＯ、ＮＧＯが新たな存在として加わることになったのです。利益目的でもなく、税金を使ってやるのでもないという意味での第三セクターの登場です。ＮＰＯはノンプロフィット（非営利）ということで活動の目的を中心に考えたものであり、ＮＧＯはノンガバメント（非政府）ということで活動主体に着目したものです。日本でこれらが注目されるきっかけとなったのが阪神淡路大震災でした。学生、主婦、サラリーマンなど多くの人々が手弁当で駆け付けたのです。

　４事例を区分すれば、「三島のグラウンドワーク」や「ザ・伊勢講」や「名古屋・平針自治会」は、"地域 "を活動領域にしたもの、「21世紀クラブは、"テーマ "を活動領域にしたものとして大きく区分できますが、いずれも今後の地域のあり様を考えた取組みとなっています。

その地域の今後の課題は、やはり超高齢化社会での対応であろうと思います。行政セクターはそれに対処すべく様々な取り組みを行なおうとしていますが、かつての税収は望めず厳しい財政運営を余儀なくされています。そうした折にＮＰＯ、ＮＧＯの存在が意義を持とうとしています。「行政の非効率性」とともに「民間での利益追求」を乗り越える存在として期待されようとしています。

　昨年ＮＰＯ法が施行され、市民団体も法人格を有することができるようになりました。社会活動するためには、人、モノ、カネ、情報が必要ですが、このうちカネが問題です。２年以内に寄付控除について見直すことになっています。

　豊かな社会になって一人ひとりのニーズが多様化しています。ある人は福祉にお金を使ってほしい、ある人は美術館関係に使ってほしいと考えます。今まではすべてを税として納め、国、自治体に任せていたのを、一人ひとりの選択によりＮＰＯ、ＮＧＯに寄付し活動に使ってもらい、その分税金を控除します。納める人が選択できる制度が確立されたとき、ＮＰＯ、ＮＧＯは一定の資金とスタッフを持って役割を果たすようになります。外国でも福祉国家の骨格を維持するために、ＮＰＯ、ＮＧＯを活用することで全体としてより安いコストでよりよいサービスを提供することを模索しています。わが国が超高齢化社会を迎えようとするとき、税金を通

じてだけではなく民間の寄付とボランティア等によるサービスの水準確保が大きな課題となっているといえるでしょう。　　　

　　　
第２分科会


「協働型まちづくりの主体とシステム」


－イギリスと日本の事例から学ぶ－
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